
高校生等への修学支援の更なる充実について

国民生活基礎調査によれば、全国の子どもの貧困率は、   

１３．９％（平成２７年時点）で、７人に１人が貧困の状況に  

置かれている。

貧困は子どもの学力や成長に影響を及ぼす可能性があると 

ともに、次の世代の子どもに対しても同様のことが繰り返される、

いわゆる「貧困の連鎖」が一般的に指摘されている。

そのため、国や地方自治体において、全ての子どもたちが、  

家庭の経済状況に左右されず、安心して修学できる社会の実現に

向けた取組が進められている。

そうした取組の一つに、授業料の支援策があり、国の「高等  

学校等就学支援金」と合わせ、各都道府県で実施している独自の 

制度により、一定の世帯年収まで私立学校も含め実質的な無償化

が行われている。

一方、授業料以外の学校教育費の支援策については、都道府県

が国からの補助金を活用し実施している、低所得世帯を対象と 

した「高校生等奨学給付金」があるが、国により毎年給付額の  

見直しが行われているものの、依然として保護者の負担が大きい。

また、「高校生等奨学給付金」の不足等を補うため、独自の  

奨学金制度を実施している自治体に対して、国による財政支援が

行われていないため、継続的に事業を実施するための財源を確保

することが課題となっている。

そこで、こうした課題を解決し、家庭の経済状況に左右されず

修学できる社会の実現に向け、以下の二点について要望する。

１ 「高校生等奨学給付金」の給付額の増額及び給付対象者の

拡大を行うとともに、全額国庫負担により実施すること。

  また、第１子、第２子以降の区別なく同額の給付額とする

こと。

２ 「高校生等奨学給付金」の不足等を補うため、自治体独自

で実施している給付型奨学金制度に対して、国が財政支援を

行うこと。
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